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 住み慣れた地域で療養しながら生活を継続することができるよう、複数の訪問看護ステーション
が連携して体制を確保した場合の対象地域を、医療資源の少ない地域にも拡大する。

現行

【24時間対応体制加算（訪問看護管理療養費）】

[算定要件]

特別地域に所在する訪問看護ステーションにおいては、
２つの訪問看護ステーションが連携することによって24時
間対応体制加算に係る体制にあるものとして、地方厚生
（支）局長に届け出た訪問看護ステーションの看護職員
（准看護師を除く。）が指定訪問看護を受けようとする者に
対して、24時間対応体制加算に係る体制にある旨を説明
し、その同意を得た場合に、月１回に限り所定額に加算す
ることも可能とする。

改定後

医療資源の少ない地域における訪問看護の充実

複数のステーションによる24時間対応体制

令和２年度診療報酬改定 Ⅲ－３ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 －⑪

【24時間対応体制加算（訪問看護管理療養費）】

[算定要件]

特別地域又は医療を提供しているが、医療資源の少な
い地域に所在する訪問看護ステーションにおいては、２つ
の訪問看護ステーションが連携することによって24時間対
応体制加算に係る体制にあるものとして、地方厚生（支）
局長に届け出た訪問看護ステーションの看護職員（准看
護師を除く。）が指定訪問看護を受けようとする者に対して、
24時間対応体制加算に係る体制にある旨を説明し、その
同意を得た場合に、月１回に限り所定額に加算することも
可能とする。

特別地域 医療資源の少ない地域

40の二次医療圏

離島振興法第２条第１項の規定により離島振興対策実施地域として指定された離島の地域 離島振興法第２条第１項の規定により離島振興対策実施地域として指定された離島の地域

奄美群島振興開発特別措置法第１条に規定する奄美群島の地域 奄美群島振興開発特別措置法第１条に規定する奄美群島の地域

山村振興法第７条第１項の規定により振興山村と指定された山村の地域

小笠原諸島振興開発特別措置法第４条第１項に規定する小笠原諸島の地域 小笠原諸島振興開発特別措置法第４条第１項に規定する小笠原諸島の地域

沖縄振興特別措置法第３条第三号に規定する離島の地域に該当する地域 沖縄振興特別措置法第３条第三号に規定する離島の地域に該当する地域

過疎地域自立促進特別措置法第２条第1項に規定する過疎地域

（参考）特別地域／医療資源の少ない地域に含まれる地域



80.4%

86.5%

91.3%

93.8%

94.5%

19.6%

13.5%

8.7%

6.2%

5.5%

70.0% 75.0% 80.0% 85.0% 90.0% 95.0% 100.0%

３人未満

３～５人未満

５～７人未満

７～10人未満

10人以上

届出あり 届出なし

24時間対応体制加算の届出と利用者数の推移

■24時間対応体制加算・24時間連絡体制加算の利用者数（推計）

■24時間対応体制加算の届出の状況（令和２年)

○ 全訪問看護ステーションのうち、約88％が24時間対応体制加算を届け出ているが、規模が小さくなるにつれ
て届出の割合が少なくなっている。

０％

■看護職員規模別（常勤換算）の24時間対応体制加算の届出状況（令和２年)

30,372 35,720 43,134 

5,184 5,844 6,684 8,304 10,434 
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※平成30年度改定で廃止

届出あり, 
88.3%

届出なし, 

11.7%

【出典】各年７月１日の届出状況より保険局医療課にて作成

【出典】 訪問看護療養費実態調査（各年６月審査分）をもとに厚生労働省保険局医療課にて作成（隔年）

n=1,687

n=11,883

n=2,547

n=952

n=5,111

n=1,586

※看護職員数が無回答の訪問看護ステーションは集計から除外



複数ステーションによる２４時間対応体制

○ 24時間対応体制加算の届出を行っていない理由では、「24時間の訪問の体制をとることが難しい」「 24時間
の電話対応の体制をとることが難しい」が多かった。

■24時間対応体制加算の届出を行っていない理由（機能強化型以外のみ）（複数回答）

n=18

24時間の訪問の体制をとることが難しい

直接連絡のとれる連絡先を複数確保することが難しい

利用者に説明をして同意を得ることが難しい

その他

無回答

24時間の電話対応の体制をとることが難しい

営業時間外の電話対応や緊急訪問看護を必要とする利
用者が少ない

33.3

66.7

22.2

5.6

22.2

5.6

22.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5
【出典】令和2年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査「在宅医療と訪問看護に係る評価等に関する実施状況調査」（訪問看護調査・事業所票）



新型コロナウイルス感染症に備えたステーション間の連携 事例①

○ 新型コロナウイルス感染症の影響等で休業対象になった際は、八戸地域訪問看護協会事務局へ連絡し、登
録している各訪問看護ステーションに協力を依頼して、ステーション同士で応援協力の調整をする体制を整備
している。

■八戸地域訪問看護協議会の取組
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○医師会・地域訪問看護協議会・連絡協議会が一緒になっ
て、関係各所に報告・連絡・相談をしながら連携を働きかけ
て体制を整備。

○ICTツールを活用し、患者情報の連携を容易にしていること

に加え、必要に応じて自宅待機中の訪問看護師からビデオ
通話でサポートを受けられるようにしている。

【出典】令和2 年度 老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業「地域における中小規模
の訪問看護事業所の機能強化および事業所間連携の推進に関する事業」（令和３年1月調査）

■連携の流れ



新型コロナウイルス感染症に備えたステーション間の連携 事例②

○ 日常的な連携をベースとして県内の訪問看護ステーションをグループ分けし、災害発生等により訪問看護ス
テーションを閉鎖、縮小することとなった際に協力し合う体制を構築している。

■長野県看護協会の取組
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○台風によって訪問看護ステーションの浸
水被害が発生したことを受けて、災害時
の現状や課題を検討するシンポジウムを
企画、システム構築のきっかけとなった。

○県内４ブロック（北信・東信・中信・南信）
の中に近隣のステーションをグルーピン
グする形で、合計28 グループを編成。ス

テーションを閉鎖したり、規模を縮小した
りする場合には、所属するグループリー
ダーが代わりに訪問するステーションを
決め、依頼をかける仕組み。

○訪問看護ステーション同士、訪問看護ス
テーションと看護協会や協議会との日常
的な連携をベースとして構築している。

【出典】令和2 年度 老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業「地域における中小規模
の訪問看護事業所の機能強化および事業所間連携の推進に関する事業」（令和３年1月調査）

連携ステーションへ
・対象利用者の情報提供
・指示書の写しの提供
・利用者・家族からの承諾書の写しの提供

・指示書の受け取り
（指示書が作成できるまでは写しを確認）
・契約書等の手続き

※指示書・契約書等の手続きは初回訪
問日以降でもよい

・代わりの訪問が継続可能か判断し適宜
リーダーへ相談

・一時閉鎖したステーションと連携する
ステーションに必要な支援の確認・実施
・県内の訪問看護ステーションへ情報共
有

対象利用者の指示書依頼
・連携するステーションの情
報提供

・訪問移行日
・加算の取り扱い

一時休止届提出

・利用者・家族へ説明し承諾書を得る
・連携するチーム内で情報共有
・訪問トリアージ （a:従来通りの訪問 b:訪問間隔を調整可能 c：一時的に休止可能）

事前準備
（全ステーション）

ステーションの
縮小・一時閉鎖 報告

訪問看護ステーション
連携グループのリーダー

主治医 ケアマネジャー 保健福祉事務所

グループリーダーは連携するステーションを決定
（※決定方法はグループにより異なる）
一時閉鎖等したステーション・連携ステーション・長野
県看護協会へ連絡

一時閉鎖した
ステーション

連携する
ステーション

長野県看護協会

長野県訪問看護ステーション連絡協議会

・保健所の指示による環境整備等
・閉鎖にいたるまでの経過確認及び評価
・職員の健康管理
・再開に向けた準備等
・状況を適宜リーダーへ報告

ステーション再開

利用者・家族へ説明

処
置
方
法
等
の
共
有
・
相
談
、

訪
問
の
経
過
報
告
等

一次的に他のステーションに
サービスを移譲する旨を報告

連携体制の評価・課題抽出
改善へ向けた検討

一時閉鎖した
ステーション

連携する
ステーション
（代わりに訪問する）

長野県訪問看護ステーション連携体制フローチャート

出典： (公社)長野県看護協会・長野県訪問看護ステーション連絡協議会



訪問看護連絡協議会

特定の訪問看護事業所

地域独自の訪問看護事業
所の組織体

都道府県看護協会

行政

郡市区医師会

医療機関（病院）

医療機関（診療所）

ケアマネ協議会（含む居宅
介護支援事業所）

大学等の研究者

その他

わからない

無回答

30.7 

21.3 

11.6 

3.1 

3.1 

2.8 

2.3 

1.2 

0.5 

0.0 

2.9 

15.1 

5.4 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

訪問看護連絡協議会

特定の訪問看護事業所

地域独自の訪問看護事業所の組織体

都道府県看護協会

行政

郡市区医師会

医療機関（病院）

医療機関（診療所）

ケアマネ協議会（含む居宅介護支援事業所）

大学等の研究者

その他

わからない

無回答
全体(n=577)

参加している

55.6%

参加を検討中

（まだ参加して

いない）

38.8%

参加する予定

はない

5.5%

無回答

0.0%

全体(n=577)

新型コロナウイルス感染症における地域の連携体制整備状況

○ 連絡体制が整備されている又は準備段階にある地域における訪問看護ステーションでは、９割以上が「参加
している」又は「参加を検討中」と回答していた。

○ 連携又は連携の検討に参加している関係者は「訪問看護連絡協議会」が最も多かった。

【出典】令和2 年度 老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業「地域における中小規模の訪問看
護事業所の機能強化および事業所間連携の推進に関する事業」（令和３年1月調査）

連携体制が

（一部）整備さ

れている

25.1%

連携体制に

ついて検討中

（準備段階）

31.5%

連携体制について

検討していない

（未着手）

31.7%

連携体制が整備

されているかどう

か知らない

11.7%

無回答

0.0%

全体(n=1,019)

■地域における連携体制整備状況

■「連携体制が（一部）整備されている」「連携体制について検討中
（準備段階）」を選択した事業所の参加状況

■連携または連携検討の調整の中心的役割を果たしている担当者
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9

１．訪問看護の提供体制

１－１ 有事に備えた提供体制の整備

① 24時間対応体制加算について

② BCPについて

１－２ 在宅での看取りを支える提供体制の整備

１－３ 機能強化型訪問看護ステーションにおける役割の強化

２．利用者の状態に応じた訪問看護の充実

３．論点



令和３年度介護報酬改定における対応について

10

○ 令和３年度介護報酬改定において、感染症や災害発生時において必要な介護サービスを継続するため、
BCPの策定や研修の実施等が義務づけられた。

○ 感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構築する観点か
ら、全ての介護サービス事業者を対象に、業務継続に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シミュレーショ
ン）の実施等を義務づける。その際、３年間の経過措置期間を設けることとする。【省令改正】

概要

１．② 業務継続に向けた取組の強化
【全サービス★】

○ 介護サービスは、利用者の方々やその家族の生活に欠かせないものであり、感染症や自然災害が発生した場合で
あっても、利用者に対して必要なサービスが安定的・継続的に提供されることが重要。

○ 必要なサービスを継続的に提供するためには、また、仮に一時中断した場合であっても早期の業務再開を図るため
には、業務継続計画（BusinessContinuityPlan）の策定が重要であることから、その策定を支援するため、介護施
設・事業所における業務継続ガイドライン等を作成。

（令和２年12月11日作成。必要に応じ更新予定。）

掲載場所：https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/taisakumatome_13635.html

（参考）介護施設・事業所における業務継続計画（BCP）ガイドラインについて

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/taisakumatome_13635.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/taisakumatome_13635.html


作成した

5.3% 作成中（作成

に着手）

10.3%

作成を検討中

（未着手）

40.0%

作成の予定は

ない

11.5%

わからない

31.8%

無回答

1.1%

全体(n=1,019)

どのようなもの

か内容まで

知っている

24.2%

名称は聞いたことが

あるがどのような内

容かまでは知らない

42.9%

知らない

31.8%

無回答

1.1%

全体(n=1,019)

訪問看護ステーションにおけるBCPの作成について

○ 令和３年度介護報酬改定前の事業継続計画（BCP Business Continuity Plan）の認知・作成状況は以下のと
おり。BCP作成にあたって、「近隣の事業所との協定締結の方法や内容」に最も困難を感じていた。

■訪問看護ステーションにおけるBCPの認知状況

■訪問看護ステーションにおけるBCPの作成状況
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■BCP作成にあたって困ったこと、困るであろうこと

【出典】令和2 年度 老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業「地域における中小規模
の訪問看護事業所の機能強化および事業所間連携の推進に関する事業」（令和３年1月調査）

近隣の事業所との協定締
結の方法や内容

有事に、他事業所の利用
者に

代替訪問する際の契約や

BCP の作成方法

利用者の情報共有方法

各機関の被災状況・支援
ニーズの把握方法

共同訓練の開催

個別避難支援計画との連
動

経営的（金銭的）な面での
事業継続計画の内容

その他

無回答

72.8 

71.8 

68.4 

59.6 

57.8 

54.7 

49.0 

47.6 

2.5 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80%

近隣の事業所との協定締結の方法や内容

有事に、他事業所の利用者に

代替訪問する際の契約や指示書

BCP の作成方法

利用者の情報共有方法

各機関の被災状況・支援ニーズの把握方法

共同訓練の開催

個別避難支援計画との連動

経営的（金銭的）な面での事業継続計画の内容

その他

無回答
全体(n=567)


